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I Abstract 
I CO, emissions inventories were compiled using the input-output tables for 1990 and 1995. We estimated 22 fuels j 
j (including limestone) input to each sector and evaluated the deviations of the embodied CO2匝issionintensity j 
I induced by the differe~ce of fuel consumptions among various statistic~! tables. It was ass~m~d that th~ direct I 
I emission intensity by each sector had accidental and systematic errors. In the former error,.fuel consumption was I 
'assumed to obey the normal distribution with its mean of our estimated value and the stand戸rddeviation waS i 
estimated from the data scattering of various statistical tables. In the latter error, 5% of fuel! consumption was i 
assumed to be burnt only for sectors of no burning usage (material conversion)．Uncertaintt of the embodied ! 
emission intensity was determined by the error propagation rule and the relative error of the I intensity was less ! 
than 30% except for agriculture, mining and food sectors. 

I Estimated error of the embodied emission intensity was used to calculate the uncertainty of LCCO2 for a I 
! passenger car production. It was found that the total CO2 emission was 0.844 t-C with an error of -4 to 10 %. ! 

1. はじめに

ライフサイクルアセスメント (LCA)による製品・技術

評価に取り組む企業や団体が多くなり，環境評価にライフ

サイクル思考を採り入れる重要性が認められつつある．今

のところ，ライフサイクルインベントリ分析(LCI)までの

評価にとどまることが多いが， LCAの実施は，家電製品

や乗用車に代表される最終消費財に加え，新技術や新シス

テムに関する事前評価にも応用できる． LCAは任意の財

の生産プロセスにおいて発生する環境負荷量について，客

観的・定量的な評価を目的とすることから，経営者や実務

者のみならず我々自身が低環境負荷となる商品の選択やラ

イフスタイルを考える場合にも，より適切な方向性を示す

指標となろう．

現在， LCIは欧州等で開発されたLCAソフトや，各業界

や研究機関から公表されている“単位あたりの生産に対し，

直接・間接に誘発される環境負荷の大きさを表す係数＂

（ここでは原単位とよぶ）を併用して行われていることが
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多い凡原単位には積み上げ法によるものと産業連関分析

によるものとがある．後者の原単位は，理論上全ての生産

工程を遡って誘発された環境負荷を表し， LCIに費やす労

力や時間が軽減できることから，多くのLCI事例で用いら

れている叫

原単位の値は財の生産プロセスに対する環境負荷の配分

方法や2•3) ，リサイクル材，副生成物の投入による負荷量の

ァロケーションに関する考え方によって大きく左右される

ことから叫当然，原単位を利用するLCIの結果も算出手

法の影響を受ける．しかし，公開芦れている原単位は，紙

面の都合などから推計過程と算出根拠が詳細に解説されて

いることが少なく，その原単位の使用者は自らのLCI結果

を真に解釈することが難しい．ゅえに， LCIの基礎となる

原単位データの提供者は，その作成根拠を明確にし，自ら

のデータの性質について十分な説明をする義務があると言

えよう．

原単位データの性質を表す指標り一つとして，その値の

信頼性について議論されつつある． JISQ 14041によれば，

公表文献からデータ収集した場合には，その出典を明記し

なければならない．調究の結論に対して重要なデータで，

文献から収集されたものに関しては，関連データの収集の

手順，データの収集時期，およびデータ品質指標を詳述し

ている公表文献を示さなければならないと記されている．

データの品質としては，精度，完全性，代表性，整合性，
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再現性などが要求されている．加えて， LCIにおける人力

やデータの不確実性の蓄積効果によって生ずるLCI結果に

関する不確実性分析の実施が望ましいと記述がある凡

LCAにおいて最も基本となる原単位の“確からしさ＂が

不明であれば，特に， LCAの結果に判断を委ねるような

決定にとって，大きな障害となるであろう．

産業連関分析による原単位の信頼性は，①原燃料種の各

部門への配分方法，②平均財として取り扱うことによる投

入係数のばらつき6-7)，③負荷量の推計に用いる統計データ

の精度，などに関係している．我々はこれまで産業連関表

による原単位を作成し，その推計過程を可能な限り公開し，

これを利用した事例研究を報告してきた8-IO)．しかし，原

単位の性質や事例結果の確からしさについて多くを言及し

ておらず，原単位公表者としての責務を果たしていない．

そこで本研究では，我々が産業連関分析法により算出した

原単位の誤差について，負荷量の推計に用いる統計データ

の精度からの評価を加え， LCIの結果に対する信頼性の検

討を行った．

2. CO2排出原単位の推計

2.1 推計方法と諸条件

産業連関表による原単位は，各部門の単位生産額（百万

円）あたりの直接環境負荷量にレオンチェフ逆行列を乗じ

て算出される．部門 iにおける直接環境負荷量 Diは特に

co2の場合に式(1)から求めることができる．

Di=1(fiq山m,,）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (1)
k 

ただし， KはCOの排出と関連する原燃料の種類， fiはCO,
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表 1 原燃料種別発熱量とCO2排出係数

石灰石

原料炭

原燃料種名

一般炭・亜炭・無煙炭

原油

LNG・天然ガス

揮発油

ジェット燃料油

灯油

軽油

A重油

B:ill油 •C!Ii油

ナフサ

LPG 

コークス

コークス炉ガス

都市ガス(1995年）

都市ガス(1990年）

高炉ガス・転炉ガス

石油系炭化水素ガス（含製油所ガス）

回収黒液•)

廃材•)

炭化水素油

石油コークス

発熱董 単位 CO2排出係数 単位

0.12 I-CIt 

0. 76 !O'kcal It 0.99 t-Cl!O'kcal 

0.62 !07kcal It 1.0344 t-C II07kcal 

0.925 !O'kcal /kl 0.7811 1-CIIO'kcal 

1.3 !O'kcal It 0.5639 t-CIIO'kcal 

0.84 !O'kcal /kl 0.7658 t-C IIO'kcal 

0.86 IO'kcal /kl 0.7665 t-C /IO'kcal 

0,89 IO'kcal /kl 0. 7748 t-CIIO'kcal 

0.92 IO'kcal /kl 0.7839 t•C 11がkcal
0.93 !07kcal /kl 0.791 I I-Cl!O'kcal 

0.98 IO'kcal /kl 0.818 t-C IIO'kcal 

0.8 !O'kcal /kl 0.7605 t-C IIO'kcal 

1.2 !O'kcal It 0.6833 I-CIIO'kcal 

0.72 !O'kcal It 1.23 t-C l!O'kcal 

0.48 !O'kcal IIO'Nm3 0.46 t-C IIO'kcal 

I !O'kcal IIO'm'0.5572 t-C IIO'kcal 

I !O'kcal /103m3 0.5655 I-CIIO'kcal 

88.8 !O'kcal l!O'm'1.23 1-C/!O'kcal 

0.94 !07kcal 1!03m3 0.5924 t-C /107kcal 

0.3 !07kcal I絶乾I 1.075 I-C1107kcal 

0.3 !O'kcal I絶乾I 1.075 I-C/107kcal 

0.98 107kcal/kl0.88 I-C1107kcal 

0.85 !O'kcal It 1.0612 t-CIIO'kcal 

•バイオマス起源のためCO2排出世としては含めない

排出係数 (t-C/107kcal),q人は発熱量 (l01kcal／単位物量），

t;Kは原燃料の燃焼用途率（石灰石の場合は非原料用率），

m;,は原燃料種の投入物量である．部門 iの原単位e；は，式

(2)のようにD]を国内生産額G；で除した単位生産額あたり

の直接排出量 d;(t-C／百万円）から導かれる．だたし， bj9 

はレオンチェフ逆行列の要素を示す．

e,＝シb}，DJIG)＝LbjidJ .................................... (2) 
｝ ｝ 

本研究では，原燃料種として石灰石を含む22種の物質を

対象に産業連関表の各部門の投入量を推計した．基本的に

物量表を中心に部門別投入量を決定したが，各種統計表と

比較し物量表の値が大きく異なる場合は補正を行った．燃

焼用途率t,，はエネルギー転換用や原料用と考えられる場合

は0とし，他は全て 1と設定した．原燃料種の部門別投入

●1995年

□1990年

一

゜
20 30 40 50 60 70 80 90 100 

(X 10りCO2排出量(t-C)

図1 部門別直接CO,排出量の年次比較
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表2 co排出原単位の上位10部門の年次比較
＂”年表 1995年表

列コード部門番号 部門名

2l2l01 167 セメント

原単位 ：列＝ード部門番号 部門名
(t心百万円） ： 
23.091 i 252101 157 セメント

261101 176 銑鉄 18.886 i 261101 166 銑鉄
llll04 303 自家発電 16.879: 511104 293 自家発電
261103 178 祖鋼（転炉） 11.202: 261103 168 柑鋼（転炉）
201101 118 アンモニア 10.117: 714101 316 外洋輸送
111705 63 塩 7.891 i 201101 111 アンモニア
714101 327 外洋翰送 7.688 I 261102 167 フェロアロイ
261102 177 フェロアロイ 6.824 i 202903 116 塩
511101 302 事業用鼈力
262101 181 熱間圧延鋼材

6.Jio ! 262101 171 熱1111圧延鋼材
6.182: 252201 158 生コンクリート

量に関する詳細な記述は既報10)を参照されたい．

原
(t--C/百万円）

29.804 
26.754 
17.720 
13.035 
10.675 
10.204 
9.656 
7.171 
7.037 
6.429 

部門数は1995年表の基本分類を統合して399部門とし，

CO2排出量の算出には表 1に示す値を使用した．ただし，

高炉ガス (BFG)の排出係数は実際の組成に基づくもので

はなく，カスケード利用分を熱量に応じて按分するため叫

コークスと同じ値を用いた．また，式（2)における b}，は

(I-Aい型逆行列の各要素である場合，得られる原単位は

輸入財に関する負荷を国内生産の場合と同等と仮定した値

となる．以下に記述する原単位の値は全て(I-A)-1型であ

る．

2.2部門別直接排出置と原単位

上述の手法により算出された部門別直接CO2排出量を集

計すると， 1995年産業連関表における内生部門のCO2排出

量は2.94億t-Cとなり，家計消費での燃料消費による排出量

は0.40億t-Cとなった． 1990年産業連関表を用いて同手法で

推計した場合，内生部門が2.77億t-C,家計消費は0.31億t-C

となることから，総計で0.27億t-C，約8.6%の増加であっ

たことが確認できた．原燃料種別に見ると， 1995年は石油

系燃料の寄与が55％を占め，石炭系が26%，天然ガス・都

市ガスが15％となり，石灰石起源の影響は 5％であった．

また，図 1に示すように，総排出量に対する部門別の寄与

は32部門へ統合した場合，「電カ・ガス・熱供給」部門が

28%, 「運輸」部門が17%, 「鉄鋼」部門が11％を占め，

1990年と比較し鉄鋼部門が減少し，家計消費が伸びている．

次に，原単位を値の大きい上位10部門を1990年， 1995年

について，それぞれ表2に示す．「セメント」，「銑鉄」，

「自家発電」，「粗鋼（転炉）」の上位4部門に入れ替わりは

なく，全体としても順位の変動は小さい．

3.排出量推計誤差とLCI結果

ここで，得られた原単位をLCIに利用することを踏まえ，

数値の“確からしさ＂について，一つの指標を示すことを

考える．

原単位の不確実性に関する研究では，吉田ら6)が部門内

での燃料使用額のばらつきを基に， 6種の燃料に関する投

入係数に分布を与え，原単位の変動係数を求めている．ま

た，酒井ら”は投入係数の不確実性の定量化に，投入係数

の分布を必要としない摂動法を導入し，原単位の感度分析

を行っている．これらの研究は図2に示すよう，特に投入
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こn)［:＞（¢排出原単位e)
投入係数

単位あたりの

く本研究のアプローチ＞ 1 部門別直接環境負荷量の不確実性が

排出原単位の信頼性に与える影響を分析

図2 本研究と先行研究における原単位誤差分析へのアプ

ローチ

係数の不確実性に着目して分析してjヽる．
一方，本研究は各部門の直接排出量の推計に関する不確

実性に立脚し，原単位の信頼性を考察した．直接排出量の

不確実性は，厳密には排出量推計の基礎となる，各部門に

おける原燃料関連の投入係数の不確実性に間接的に結ぴつ

いている．しかし，各部門の原燃料直消費量のばらつきは，

投入係数を形成する生産額の不確羹性によるものよりも，
I 

LPGに代表されるような，．部門内まfこは部門間における購
入単価の違いが強く影響を及ぽして｝ヽると考えられる．ゅ

えに，本研究では，各部門の原燃門）費量の不確実性を，

同時に，投入係数，すなわち各部門 燃料消費に関する生

産額に反映させることは行っていない

また，原単位をLCIに応用する場令は，分析対象の構成

素材などを積み上げ的に調査し，各素材に該当する部門の

原単位に素材量に相当する生産額を1乗じる形で利用するこ

とが多い．すると，個々の原単位の誤差が集積され最終的

I 
なLCIの結果に影響する．そこで，本研究では，こうした

積み上げ法による LCIのインベント1リデータとして，産業

連関表による原単位を用いた場合， 1各々の原単位の誤差が

与えるLCIへの影響を定量的に示す1ことを併せて試みた．

3.1 原単位の信頼性の尺度 I 

データの質を表現する尺度としで精度と確度の二つがあ

げられる．化学分析などの分野でば，精度は偶然誤差の大

きさ，または偏差の大きさを問題ピし，確度は系統誤差を

も含めた誤差全体の大きさを問題とする児一般的に偶然

誤差とは多数の微少な原因の効果：集積した結果として，

不規則に生じる誤差を意味し，系 誤差とは何らかの原因

によって，その値に偏りを与えるgのをいう．
ここで，原単位の値に含まれ得る誤差の発生原因を確認

し，誤差の種類を定義する．原単位は先の式（1)'式(2)よ

り求められるが，原単位を平均財としての扱いに限定し，

投入係数の変動要因を考えず，レ1オンチェフ逆行列 b,，お
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よび国内生産額 G]は誤差を含まないと仮定すると， D,す

なわち，式(1)において誤差が発生する．さらに， fiおよ

びq,については，公表値により原燃料種によって-2~

6％程度の違いが見られるが12)，理論的，実験的にも客観

性の高い数値であり，他の変数と比較しその不確定性は無

視できることから， K および miK の設定に伴って誤差が生

ずる．

我々の原単位の推計では，燃焼用途率t,Kは0または 1の

どちらか一方の値を与えており，実態がこれらの中間的な

値である場合には，単位あたりの直接排出量 d，を過大ま

たは過小に推計する．一方，投入物量 m,Aは各種統計表か

ら推計されるが，統計表によってその値はばらついており，

本研究では各統計表の性質等を考え，妥当と考える値を採

用している．また，業種統計では産業連関表の基本分類で

ある約400部門に応じた投入物批の記載はないため， m，Kの

うち幾つかは業種統計より得られる大枠での投入量を参考

に，国内総消費量との整合性を保ちながら約400部門への

配分を行っている．こうした作業の結果，各部門における

m、Kの値は不規則な誤差を含むと考えられる．

これらの誤差の性質から，本研究では便宜上，投入物罷

muによる単位あたりの直接排出量d，への誤差を偶然誤差，

t,Aにより生ずる d，の誤差を系統誤差と仮定して検討を進

めた．

3.1.1偶然誤差の性質

一般に，偶然誤差を含む値の分布は式(3)の正規分布で

表すことができる 131.

f (x)dx=(Jふ exp!-½( (J 一え『Idx……………(3) 
本研究では，単位あたりの直接負荷量の偶然誤差に関す

る分布を推計するため，各種統計表等J.J.JSlに掲載されてい

る投入物量 m,Aの相違から生ずる，幾つかの異なる単位あ

たりの直接排出量に関する母平均ふおよび標本平均えが，

我々の推計した d，と等しいと仮定した．（実際には我々の

各種統計表による部門 iに関する単位あたりの直接負荷量d,

(i)d,(k)のばらつきは原燃料種の推計1直の相違から生ずる

③母平均

心エ=d，←一本研究の推計値 di

d;(2) l " d,(III)j  d(K) ，1(7) ：11,：： 
: d.（l) 註墨四四 ' 

. d,(6) 

'I  m di(k) ，i,  
c/,(8) 

‘‘、‘̀、 d;(3) 兄＝こ―三d,‘‘、 91,（11)

‘̀ `  -̀ -. -. o k=1 991 、一―-9―_ -^― 
•一一＾・---`  --• • ・ -．. --―ー・・・ー・・・—-------

・標準偏差＝不偏標準偏差

6,＝而／c
c: l11i正係数

_、-9-.．-ユ------． (2d(K)の分布は1E規分布に従う

・不偏分散
l m 

V,.＝こ(d,(k)-尺，↑
m-lk=1 

｝ 
999 

= ~ f (d,(k)-d,)' 
m-1ぃ

図3 本研究で設定した偶然誤差の推計に関する仮定

-35-

369 

表3 部門別CO2排出量の相対誤差

部門名
本推計値•) 調査した統計との相対誤差
(t-C) 過天 過小

農林水産業 5,496,883 74.6% 
鉱業 296,745 149.1% 
食料品 4,262,594 -29.7% 
繊維製品 1,465,840 43.7% 
パルプ・紙・木製品 8,089,911 -30.9% 
化学製品 19,964,459 ー19.5%
石油・石炭製品 14,600,065 12.5% 
窯業・土石製品 24,126,130 -3.5% 
鉄銅 39,633,622 12.5% -4．8% 
非鉄金属 1,665,65 I 32.4% 
金属製品 1,059,437 -18.2% 
一般機械 850,768 -16.8% 
電気機械 1,113,095 14.2% -4．0% 
輸送機械 1,379,007 42.7% -4．8% 
精密機械 118,608 -8.2% 

その他の製造工業製品 1,797,188 -7.2% 

建設 4,390,167 19.1% 

電カ・ガス・熱供給 82,911,060 7.9% 

＊自家発電分を含む

雅計値は各種統計表の平均値ではない）標準偏差(Jiは式

(4)のように不偏標準偏差を代用し，不偏分散 v，は本研究

で調査した統計表で記載されている m、Aを採用した場合に

取りうる単位あたりの直接排出量と本推計値d，とのばらっ

きから定めた．

(J，＝パ、／C...................................................(4) 

ただし，

c=↓z7Gi=TT ・ [I'(n/2) II'! (11-l) /21]............... (5) 

rはガンマ関数である．本研究における偶然誤差の推計に
関する仮定を図3にまとめる．また，表3に本推計による

部門別直接排出量 D，を大分類に統合した値が，調査した

統計のばらつきを考慮した場合に取りうる相対誤差につい

て，過大側および過小側の値を示す．

3.1.2系統誤差の性質

系統誤差は，結果にある一定のかたよりを与え，その程

度が判明すれば修正可能な誤差である見原単位の推計過

程において，原燃料種の燃焼用途率t,Kを正確に設定するこ

とは非常に困難である．本研究で用いた 0または 1のいず

れかの値を設定する方法では特に， t，Kを0とした原燃料種

が投入されている石油製品，化学製品部門において，原材

料から製品への転換効率を過大に評価する．ゆえに，当該

部門の単位あたりの直接排出量diは，真の t,K値を与えた場

合のdr'''より若干過小側へ傾斜する．本稿では我々の推計

値diとd;Re,Jの差を系統誤差Ad，として扱った．

△d、=d侭'l_d、.．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．（6)

ここでは，公表統計"1における原燃料種のエネルギー転

換部門自家消費抵を参考に，燃料種の燃焼用途率 fa=0と

している箇所において， 5％を最大誤差と見積もり， t『K

=0.05とした場合をd?ca1と仮定した．

3.2原単位への誤差伝播19)

3.2.1偶然誤差と原単位との関係

単位あたりの直接排出量 d，の含む誤差は，式(2)より原
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単位e，へと伝わる．ここでは， e,の誤差はGaussの誤差伝

播法則に従うとする．誤差伝播法則によれば直接測定され

るx1,X2, …, x,，がそれぞれ，分散(Jt (J§, …9 (Jiの互

いに独立な偶然誤差を持つ場合，式(7)の関数関係にある

間接測定値Xの偶然誤差の分散(J.｛は式(8)となる．

X= g(x1, X2, ・・・, x,,,).......................................... (7) 

叶＝こ(ag／砒）26}， 

ここで，直接排出量 d，についてのがとがは互いに独立

と仮定すると，式(2)から原単位e，の誤差の分散a[e,J'は

式(9)となる．

c; [e,］と＝こbiぷ
J 

3.2.2系統誤差と原単位の関係

直接測定値の系統誤差をふ1, ふ・2, …，ふ，，とするとき，

間接測定値Xの系統誤差心けよ，式(lo)から求めることが

できる．

邸＝I,(ag／函）ふ，

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (8)

.......................................... (9) 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・..(10) 

先と同様に，式(2)より原単位e，の系統誤差△e，は式(11)

から決定される．

△e, ＝ LI?,、~d,................................................01) 

3.2.3誤差の合成

本稿では，偶然誤差と系統誤差を含めた誤差範囲を最大

誤差（信頼係数99%)の形で示す．原単位の偶然誤差が正

規分布に従い，系統誤差が正と判断できることから，原単

位の真値er"'は式(12)の領域（信頼領域とよぶ）に存在す

ると考えられる．ここで領域の境界をそれぞれ， Min(e,),

200 
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信頼領域内におけるCO2排出原単位の相対誤差図4

Min(e,） ＜eFca]<Max(e,） 

3.3 

i 
I 

............... .. ;・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (13)

LCI結果への誤差伝播

産業連関表による原単位を用いたLCI手法の一つに，分

析対象財 Tの生産者価格を財の素材蠣成や生産プロセスを

考慮し，産業連関表の部門 iに関する投入価格p，の総和と

して求め，それぞれ対応する e、を乗じる方法がある．製品

を対象とした分析では，投入価格piが既知であることが多

いため，この作業は比較的容易である．このとき，直接，

間接に発生する環境負荷最を含む原単位の性質から，財 T

に関する環境負荷量LTは式 (14)

Ma.,de、）とする．

e, -2.58 a [e,]＋△e,<ef"'<e, + 2.58 a [e,]＋△e, ・・・・・・ (12)

より求められる．

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・:.................... (14) 

ここで， eの誤差の分散 CJ[e,「がそれぞれ独立であると

仮定すると，環境負荷量LTの系統誤差△LTと分散a[L,]' 

は，先と同様に式(15)，式(16)からそれぞれ決定される．

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (15)

LT＝こp，e,

“T＝こpiAei
a [L卍＝LP泊 [e,］2， 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (16)

表 4 1995年co誹出原単位の信頼領域における相対誤差（一部抜粋）
列コード"P番号 p 門名 原’¥ 、誤

(t-CI百万円） （％） 

2.738 -17.4 ~ 22.7 
3.040 -25.0 ~ 29.5 
3.249 -25.1 ~ 30.1 
10.204 -31.8 ~ 42.3 
2.221 -15.1 ~ 22.6 
4.793 -16.6 ~ 20.9 
5.100 9.1 ~ 65.6 
5.093 -6.6 ~ 57.0 
3.908 -9.3 ~ 30.9 
3.606 -2.9 ~ 32.8 
26.754 -17.5 ~ 22.6 
9.656 -14.7 ~ 19.2 
13.035 -16.9 ~ 21.7 
3.835-6.5 ~ 11.5 
7.037 -13.5 ~ 18.9 
3.992 -10.9 ~ 17.4 
4.270 -10.8 ~ 16.9 
2.661 -7.2 ~ 14.4 
3.420 -7.0 ~ 13.9 
2.823 -8.8 ~ 15.2 
4.525 -9.3 ~ 16.7 
3.252 -ll.4 ~ 17.2 

(1［e] Ae 

181101 

181201 

181202 

201101 

201102 

202101 

203101 

203102 

203201 

203202 

261101 

261102 

261103 

261104 

262101 

262201 

262301 

262302 

263101 

263102 

263103 

264901 

99 

100 

IOI 

111 

112 

113 

118 

119 

120 

121 

166 

167 

168 

169 

171 

172 
173 

174 

175 

176 

177 

178 

バ戸
洋紙・和紙

板紙

アンモニア

化学肥料

ソーダ工業製品

石油化学基礎製品

石油化学系芳香族製品

脂肪族中間物

環式中間物

銑鉄

フェロアロイ

粗銅（転炉）

粗鋼（電気炉）

熱間圧延鋼材

銅管

冷間仕上鋼材

めっき鋼材

鋳鍛鋼

鋳鉄管

鋳鉄品及び鍛工品（鉄）

鉄銅シャースリット業

0.212 

0.321 

0.347 

1.467 

0.162 

0.349 

0.558 

0.628 

0.304 

0.250 

2.076 

0.633 

0.975 

0.134 

0.442 

0.219 

0.229 

0.111 

0.139 

0.131 

0.228 

0.181 

073069ー
082534
年
104
邸

284422539
御
烈
盆
188129

塁
悶
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朗
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o
o
o
o
o
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原単位の信頼領域
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t-C/百万円
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業活動に関する消跨鼠の一部が，他統計では鉱業部門に計

上されていることが要因の一つと考えられる．

また，食料品関連部門も比較的誤差の大きい部門が存在

する．農林業の誤差が大きいことから，経済的連関の強い

食料品部門へ，その誤差が伝播している．しかし，他のエ

工業関連部門の原単位の相業部門への投入は小さいため，

対誤差は30％程度に収ま っている．

図5 「銑鉄」部門のCOd非出原単位と信頼領域の関係

d,に系統誤差を有する部門は，偶然誤差の影響より，系

統誤差による誤差の拡大が確認できた．例えば，ナフサか

らエチレンの生産を行う 「石袖化学基礎製品」，原袖から

の石湘製品へ転換する 「石袖製品」部門では，燃焼用途率

9,Aの5％過小評価により生ずる系統誤差が，伝播による系

統誤差の影鰐を含めてそれぞれ，原単位の約38%,65％に

相当する誤差を生じた．
4. 結果と考察

4.1 原単位の信頼領域

図4に1995年の産業連関表399部門について，我々が算

出した原単位e，の信頼領域における相対誤差を示す．また，

表 4に主な部門のCOサ非出原単位に関する標準偏差(J[e,J,

表4から個々の原単位を考察する．我々の推計による単

位あたりの直接排出量d，を母平均および標本平均とした場

合， 「銑鉄」部門の原単位 e166は， 図5のように22.084(t-

C／百万円）から32.797 ( t-C／百万円） の間に真の値 e~紺 が

99％の信頼確率で存在すると解釈できる．換言すれば，原

単位26.754 ( t-C/百万円 ） は —l7%～23％の誤差を含む値と

理解することができる． しかし， 「石袖化学碁礎製品」の

ように系統誤差が大きいものは原単位が5.lOO(t-C/百万円）

系統誤差△e，および相対誤差を記す．

図4では農林業関連部門のうち，いくつかの部門の原単

位が非常に大きな相対誤差を含む可能性を示しているが，

これは農林業関連における単位あたりの直接排出鉱d、の分

散が非常に大きいためであり，各種統計表における軽袖，

灯油の消費賊の違いが主な原因である．活動ベースの産業

連関部門分類に対し， 他統計は業種分類であることから，

実際は家計消費であっだ燃料分を農林業として含んでいる

疑いもあり，我々の拙計値とのずれが拡大している．

に対して，信頼領域が5.564-8.444(t-C／百万円）となっ

ており，燃焼用途率 fikの実態反映が原単位精度の向上に不

可欠であると言える．

4.2 LCI結果の誤差（乗用車生産を例として）

した

がって，業種統計における燃料消費先の区分を明確にすれ

ば，本推計値の信頼領域は縮小すると考えられ，今後見直

しを図る必要がある．

各原単位を利用しLCIを行った場合，分析結果が含み得

る誤差を乗用車の生産を例に検討した．乗用車の平均的な

構成素材20) と産業連関表の部門対応をとり，該当する原単

位に，構成素材重批に相当する生産額を乗じてCO,排出倣

を求め， 素材の加工，組み立てに関する負荷を別途加符し鉱業関連部門では，軽池および重油の消骰量に関して統

計表間の違いがあり，原単位の相対誤差が大きい．産業連

関表では， 自家用貨物輸送等の連輸関連部門に含まれる産

た． なお，乗用車の車重を1.000kgとし，素材重最を定め

た．梢．成素材と対応した原単位 e，にIMJする諸数値および生

列コード

151102紡績糸

161102合板

部門名

204101熱硬化性樹脂

204102熱可塑性樹脂

204109その他の合成樹脂

207201塗料
231101タイヤ・チュープ

表5

251101板ガラス・安全ガラス

261101銑鉄

262101熱間圧延銅材

262201鋼管

262301冷間仕上鋼材

262302めっき鋼材

271101銅

271102鉛・亜鉛（含再生）

271103アルミニウム（含再生）

271109その他の非鉄金屈地金

乗用車の構成素材該当部門の諸値

生産額 原単位

（百万円） （t-CI百万円）
相対誤差（％）

0.0057 1.104 -l 1.5 ~ 19.4 
0.0000 0.675 -3.5 ~ 14.9 
0.0039 2.407 -4.2 ~ 21.3 
0.0076 3.438 -0.9 ~ 32.8 
0.0008 3.488 -l 1.2 ~ 26.2 
0.0053 1.359 -0.3 ~ 17.5 
0.0155 1.440 -3.0 ~ 15.5 
0.0283 l.512 -3.7 ~ 9.0 
0.0003 26. 754 -l 7. 5 ~ 22.6 
0.0462 7.037 -13.5 ~ 18.9 
0.0017 3.992 -l0.9 ~ 17.4 
0.0079 4.270 -10.8 ~ 16.9 
0.0177 2.661 -7.2 ~ 14.4 
0.0035 1.383 -22.3 ~ 28.4 
0.0007 2.555 -23.7 ~ 31.2 
0.0352 1.643 -25.3 ~ 30.5 
0.0005 1.268 -19.3 ~ 25.3 
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0.066 

0.024 
0.119 

0.225 

0.253 

0.047 

0.052 

0.037 
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0.442 
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0.229 

0.111 

0.136 

0.272 

0.178 

0.110 

4e 

0.044 

0.039 

0.206 

0.548 

0.263 

0.117 

0.090 

0.040 

0.686 

0.188 

0.129 

0.129 

0.096 

0.042 

0.095 

0.043 

0. 0 3 8 



372 

産額pを表5に示す．

式(15), (16)より乗用車の素材に関する CJ[L』,M、Tを

求めると，共に0.022となった． CO2排出量は0.603t-Cとな

り，この信頼領域は式(12)から0.569t-Cから0.68lt-Cと計算

できる．また，素材の加工や組み立てに関する排出量は

0.282t-Cであり，その信頼領域は0.26lt-Cから0.313t-Cとな

った．すなわち，乗用車生産に関するLCIを行った場合，

原単位の誤差によってCO2排出量0.884t-Cは，信頼領域を

考慮すると0.850t-Cから0.974t-Cの幅を持ち，相対誤差を

-4％から10％有すると考えられる．産業連関表の「乗用

車」部門原単位の相対誤差は-3％から11％であり，おお

よそ一致する結果となった．

5.おわりに

本研究では産業連関表による原単位の“確からじさ＂を

考慮し，原単位を利用したLCI結果の信頼性を検証した．

しかし，原単位誤差の試算にあたり，偶然誤差と系統誤差

の定義，我々の推計値を平均することに加え，各部門の排

出量の変動が部門間で無相関であるなど多くの仮定を設け

た．今後は仮定の妥当性を検討するとともに，より客観か

つ包括的な評価手法へと改良することが必要である．その

ためには，部門別直接環境負荷量の誤差と，各部門におけ

る原燃料種に関する投入係数の不確実性との関連性を定最

的に明らかにし，両者の相乗的な原単位への影響を分析す

ることが、不可欠であろう．また，本研究では原単位を全て

小数第 3位まで記したが，有効数字の検討も原単位の信頼

性において取り組むべく課題といえる．

LCIを目的とした産業連関表による原単位ば燃料消費最

等の推計や産業連関表の構造上の問題から原単位の不確実

性は避けられない．現在，複数の機関から原単位が公表さ

れているが，用いるものによってLCIの結果が異なるのが

実状である．一方で原単位の利用は積み上げ法と比較し

. LCIに要する労力を軽減することができるため，積極的に

利用したいものである．原単位の表記方法にある一定の瞥

式を整え，いかなる機関から公表されている原単位を用い

ても，普遍的なLCI結果の解釈が行えるよう整備しなけれ

ばならないと考える．
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